
小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、通勤・通学や生活の足として、地域生活や経済活動を支える役割

を果たす路線バス事業者やタクシー事業者が、新型コロナウイルス感染症対策の強化

を図ることを支援し、もって公共交通サービスを維持するため、予算の範囲内におい

て小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 路線バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規

定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者をいう。 

(2) タクシー事業者 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送

事業（福祉輸送事業限定を除く。）を経営する者をいう。 

（補助対象事業者） 

第３条 補助対象事業者は、次に掲げる事業者とする。 

(1) 市域内を運行する路線を有する路線バス事業者で、神奈川県地域公共交通事業者

感染症対策支援金の交付決定を受けている者 

(2) 市内を営業区域とし、かつ、市内に本社又は営業所を有するタクシー事業者で、

神奈川県地域公共交通事業者感染症対策支援金の交付決定を受けている者 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、新型コロナウイルス感染症拡大防止に資すると認められる物

品の購入又は作業に要する事業（補助対象事業に係る費用の消費税相当分は補助対象

としない。）とする。 

（補助対象期間） 

第５条 補助対象期間は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までに実施された

ものを対象とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金は、予算の範囲内において交付するものとし、補助金の上限額は、次の

各号に掲げる事業者の区分に応じ、当該各号に定める額を上限とする。 



(1) 路線バス事業者 市域内を運行する１日のバス車両数に、当該車両の１日の総運

行回数のうち、市域内を運行する回数の割合を乗じて算定した車両数に４０，０００円

を乗じて得た額（事業の期間中における１日の車両数及び運行回数とする。） 

(2) タクシー事業者 市内の本社又は営業所で保有するタクシー車両数に 

１０，０００円を乗じて得た額（事業の期間中における１日の車両数及び運行回数

とする。） 

３ 補助金の交付は、同一事業者について１回を限度とする。 

（補助金交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号。以下  

「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長が定める期間内に市長に提出 

しなければならない。 

(1) 路線バス事業者にあっては、市域内を運行する１日のバスの車両数及び当該車両

の１日の総運行回数と市域内の運行回数が確認できる書類 

(2) タクシー事業者にあっては、営業区域及び市域内における本社又は営業所の所在

地が分かる書類並びに市域内における本社又は営業所で保有する車両数を確認でき

る書類 

(3) 感染症対策取組強化申告書（様式第２号） 

(4) 神奈川県地域公共交通事業者感染症対策支援金交付決定通知書の写し 

(5) 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第３号）及び役員等一覧表（様式第

４号） 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の決定） 

第８条 市長は、前条の規定により申請書の提出を受けたときは、当該申請書の内容そ

の他必要な事項を審査し、補助金の交付の可否を決定することとする。 

２ 市長は、前項の補助金の交付の決定に際し、必要な条件を付することができる。 

３ 市長は、補助金の交付の可否を決定し、補助金交付決定通知書（様式第５号）又は

補助金不交付決定通知書（様式第６号）により、申請をした者に通知するものと 

する。 

（変更等の申請） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金の交



付決定に係る申請書に記載されている内容を変更しようとするときは、あらかじめ変

更承認申請書（様式第７号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、あらかじめ補助事業中止・廃止承認

申請書（様式第８号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（補助金額の変更決定又は取消し） 

第１０条 市長は、前条の承認をするときは、補助金額の変更を行うことができる。 

２ 市長は、変更の決定をしたときは、補助金交付決定変更通知書（様式第９号）によ

り、交付決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、補助事業の中止若しくは廃止又は補助金の決定の全部又は一部を取り消し

たときは、補助金交付決定（一部）取消通知書（様式第１０号）により、交付決定者

に通知するものとする。 

（請求） 

第１１条 第８条の規定により補助金交付決定通知書を受けた交付決定者が補助金の交

付を受けようとするときは、交付決定通知日から起算して３０日以内に請求書を市長

に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１２条 補助金の交付の時期は、前条に定める請求書を受け取った日から１月以内と

する。 

 （補助事業者への指示） 

第１３条 市長が補助事業者に対し、補助事業を、補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付した条件に適合させるための措置等をとるべきことを指示するときは、指示書 

 （様式第１１号）によるものとする。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、

補助金返還通知書（様式第１２号）により、補助金の返還を命じるものとする。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けた場合 

(2) 補助金を感染症対策取組強化申告書に記載の取組以外の用途に使用した場合 

(3) 補助額を変更した場合 

(4) その他この要綱に違反したと認められる場合 

（状況報告及び調査） 



第１５条 補助金の交付を受けた者は、その交付を受けた日の属する年度の翌年度の 

 ４月３０日までに、事業の実施状況について、小田原市地域公共交通事業者感染症対

策支援金事業実施状況報告書（第１３号様式）により報告を行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要があると認める場合は、事業の実施状況に

ついて、随時、その報告を求めるとともに、関係する物件及び書類等について調査を

行うことができる。 

（備付帳簿） 

第１６条 交付金の交付を受けた者は、事業の施行に際し、必要な帳簿等を備え付け、   

当該交付金事業完了年度の翌年度の４月１日から起算して５年間整備保管しておかな

ければならない。 

（その他） 

第１７条 この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年１０月１５日から施行する。 



様式第１号（第７条関係） 

補助金交付申請書 

  年  月  日 

 小田原市長 様 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名            

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援事業費補助金の交付を、関係書類を添えて 

申請します。 

交付申請額  金      万円    

 

（交付申請額内訳） 

区分 基本額（Ａ） 車両台数（Ｂ） 計（（Ａ）×（Ｂ））（Ｃ） 

路線バス事業者 ４万円 両 万円 

タクシー事業者 １万円 両 万円 

 

添付書類 

１ 路線バス事業者にあっては、市域内を運行する１日のバスの車両台数及び当該車両台数

の１日の総運行回数と市域内の運行回数が確認できる書類 

２ タクシー事業者にあっては、営業区域及び本社または営業所の所在地が分かる書類並び 

  に営業所で保有する車両数を確認できる書類 

３ 神奈川県地域公共交通事業者感染症対策支援金交付決定通知 

４ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書及び役員等一覧表 

５ その他市長が必要と認める書類 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

記載項目 
・ 

添付書類 

補助金交付申請書に未記入はないか。  

添付書類は、指定したものが提出されているか。  

補助申請額は、正しく算出されているか。  

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】 

  
※この交付申請書及び添付書類は、公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市情報公開 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、全て公開されます。 



誓約書兼同意書 

 

小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援事業費補助金の交付申請にあたり、次の内容

について誓約・同意します。 

 

・ 補助金を活用し、新型コロナウイルス感染症対策の強化に努め、事業を継続していきま

す。 

 

・ 本申請内容は、交付要綱の規定に基づく適正なものであることを誓約します。また、審

査に当たり必要な場合、関係機関に対し申請内容を照会することについて同意します。 

 

・ 本申請内容に、他の市補助制度を活用した対象経費が入っていないことを誓約します。 

 

・ 本申請内容に虚偽があった場合、補助金交付決定の取消し及び返還について異議を申し

立てません。 

 

・ 当該補助金交付後、事業の施行に際し、必要な帳簿等を備え付け、当該交付金事業完了

年度の翌年度の４月１日から起算して５年間整備保管します。 

 

 

 

年  月  日 

 

申請者住所（又は所在地） 

 

申請者氏名             

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

  



様式第２号（第７条関係） 

感染症対策取組強化申告書 

 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名            

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

次のとおり新型コロナウイルス感染症対策のため、次の取組を強化することを申告します。 

１ 既に実施している感染症対策の取組について 

  （該当する項目にチェックしてください。） 

 □運転手のマスク着用 

 □車内消毒の徹底 

 □車内換気の徹底 

 □消毒液の設置 

 □その他（具体的な内容を記載してください。） 

 

２ 今後（令和３年度中）、実施を予定している感染症対策の取組について 

  （該当する項目にチェックしてください。） 

□運転手のマスク着用 

 □車内消毒の徹底 

 □車内換気の徹底 

 □消毒液の設置 

 □その他（具体的な内容を記載してください。） 

 

所要見込額 万円／両 

※その内容を証する書類の提出を求める場合があります。 



様式第３号（第７条関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 

小田原市暴力団排除条例に係る誓約書 

  年  月  日 

 

小田原市長 様 

 

誓約者 住所又は所在地 

氏名又は名称 

代表者名                 

 

 小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援事業費補助金交付要綱における交付申請に

あたり、次の事項について誓約します。 

 

 

 

１ 誓約者（法人の場合、代表者及び役員）は、次の各号に掲げる者には該当しません。 

(1) 小田原市暴力団排除条例（平成２３年小田原市条例第２９号。以下「市条例」とい 

う。）第２条第２号に定める暴力団 

(2) 市条例第２条第４号に定める暴力団員等 

(3) 市条例第２条第５号に定める暴力団経営支配法人等 

(4) 暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者 

(5) 神奈川県暴力団排除条例（平成３０年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は 

第２項に違反している事実がある者 

以上 

 



様式第４号（第７条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

役員等一覧表 

  年  月  日現在の役員 

小田原市長 様 

 

商号又は 

名称 
 

所在地  

役職名 
氏名 生年月日 

性別 住所 
ｶﾅ 漢字 元号 年 月 日 

           

           

           

           

           

           

           

           

備考  

備考１ カナは半角で、元号はＭ、Ｔ、Ｓ、Ｈ、Ｒで記入すること。 

備考２ 性別はＭ（男）、Ｆ（女）のいずれかで記入すること。 

備考３ 欄が足りない場合は、適宜追加すること。 

 

記載された全ての者は、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者がないことを確

認するため、本様式に記載された全ての情報を神奈川県警察本部長に照会することについ

て、同意します。 

 

氏名又は名称 

代表者氏名           



様式第５号（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

補助金交付決定通知書 

 番      号  

 年  月  日  

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印  

 

     年  月  日付けで申請のあった小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援事業

費補助金については、次のとおり決定したので通知する。 

 

１ 補助金額       円 

 

２ 補助条件 

(1) この補助金の対象となる事業は、  年 月 日付け補助金交付申請書記載のとおりとする。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。 

(3)  補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助 

事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

(4) 市長が補助事業の内容及び補助金の使途について報告を求めるときは、速やかに資料を提出

すること。 

(5) 小田原市補助金の交付等に関する規則及び小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援 

事業費補助金の定めに従うこと。 

(6) この補助金を他の用途に使用し、又は法令、補助条件又は市長の指示若しくは命令に違反 

したときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

３ この補助金の交付の決定の内容又は補助条件に不服があるときは、この通知を受理した日から

１０日を経過する日までの間申請を取り下げることができる。 

４ この補助金に係る請求は、交付決定通知日から起算して３０日以内に請求書を提出しなければ

ならない。 

５ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての

証拠書類を当該補助事業の完了年度の翌年度の４月１日から起算して５年間整備保管しなけれ

ばならない。 

６ 次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨を市長に届け出な

ければならない。 

(1) 住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 

(2) 代表者を変更したとき。 

(3) 申請内容に変更が生じるとき。 

(4) 事業を中止又は廃止するとき。 

 

（事務担当課） 



様式第６号（第８条関係） 

補助金不交付決定通知書 

    

番      号  

年  月  日  

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印  

 

     年  月  日付けで申請のあった小田原市地域公共交通事業者感染症対策

支援事業費補助金について、以下の理由により交付しないことを決定したので通知する。 

 

不交付の理由 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当課） 

 

 

 



 様式第７号（第９条関係） 

変更承認申請書 

  年  月  日 

 小田原市長 様 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名            

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

年 月 日付け第 号で交付決定を受けた小田原市地域公共交通事業者感染症対

策支援事業費補助金について、次のとおり変更したいので関係書類を添えて申請します。 

変更申請額  金      万円    

 

（変更申請額内訳） 

区分 基本額（Ａ） 車両数（Ｂ） 計（（Ａ）×（Ｂ））（Ｃ） 

路線バス事業者 ４万円 両 万円 

タクシー事業者 １万円 両 万円 

 

添付書類 

１ 路線バス事業者にあっては、市域内を運行する１日のバスの車両数及び当該車両の１日 

の総運行回数と市域内の運行回数が確認できる書類 

２ タクシー事業者にあっては、営業区域及び本社または営業所の所在地が分かる書類並び 

 に営業所で保有する車両数を確認できる書類 

３ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書及び役員等一覧表 

４ その他市長が必要と認める書類 

※審査欄（所管課記入欄） 

審査項目 審査基準 審査欄（○・×） 

記載項目・添付書類 

変更承認申請書に未記入はないか。  

添付書類は、指定したものが提出されているか。  

変更後申請額は、正しく算出されているか。  

【審査欄に×を記載した場合の内容】 

【審査欄に×を記載した項目への対応】 

 

  
※この承認申請書及び添付書類は、公文書として取り扱われ、公開請求があるときは、個人情報など「小田原市情報公開 

条例」において非公開情報とされている部分を除き、全て公開されます。 



様式第８号（第９条関係） 

補助事業中止・廃止承認申請書 

年  月  日   

 

 小田原市長 様 

 

       申請者 住所（又は所在地）              

                  氏名               

                （法人等にあっては名称及び代表者氏名）  

 

     年 月 日付け  第  号で交付決定を受けた小田原市地域公共交通事

業者感染症対策支援事業費補助金に係る補助事業を次のとおり中止・廃止したいので

承認を受けたく、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 中止・廃止の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第９号（第１０条関係） 

補助金交付決定変更通知書 

番      号  

年  月  日     

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長          □印 

 

     年  月  日付け   第  号で交付決定をした小田原市地域公共交通事

業者感染症対策支援事業費補助金に係る交付決定について、    年  月  日付け

提出の変更承認申請書のとおり、変更を承認したので通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当課）  

 



様式第１０号（第１０条関係） 

補助金交付決定（一部）取消通知書 

番      号  

年  月  日  

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長          □印  

 

     年  月  日付け   第  号で交付決定をした小田原市地域

公共交通事業者感染症対策支援事業費補助金について、（一部）取り消したので

通知する。 

 

（一部）取消理由 

 

 

 

 

（事務担当課）  

 



 様式第１１号（第１３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指示書 

    

番     号  

年  月  日  

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印  

 

     年  月  日付け   第  号で交付決定した小田原市地域公共交通事

業者感染症対策支援事業費補助金について、次のとおり指示する。 

 

１ 指示事項 

 

 

 

 

 

 

２ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当課） 



様式第１２号（第１４条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補助金返還通知書 

    

番      号  

年  月  日  

 

 氏名（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 様 

 

小田原市長           □印  

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定した小田原市地域公共交通事業

者感染症対策支援事業費補助金の返還について通知する。 

 

１ 返還額       円 

２ 返還理由 

 

 

 

３ 納付期日       年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当課） 

 

 

 



様式第１３号（第１５条関係） 

 

小田原市地域公共交通事業者感染症対策支援事業実施状況報告書 

 

  年  月  日 

 小田原市長 様 

 

申請者住所（又は所在地） 

申請者氏名            

（法人等にあっては名称及び代表者氏名） 

 

年  月  日付で交付決定を受けた標記事業の実施状況について報告します。 

１ 実施した感染症対策の取組強化内容について 

 

２ 取組強化に要した経費について 

合計      万円／両 

 


